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令和３年度の事業報告書

　　令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで
特定非営利活動法人岩手中部地域医療情報ネットワーク協議会
１　事業の成果

　　平成29年に病院・医科診療所・歯科診療所・調剤薬局・訪問看護ステーション・介護事業所・行政等を対象とした医療・介護の情報連携システム「いわて中部ネット」を稼働開始し、令和元年度まで岩手県からの補助金を受けて基盤整備事業を実施、また、関係市町（北上市、花巻市、遠野市、西和賀町）からの補助金等を受けて運営事業を行ってきたものである。
令和３年度の事業運営については、現時点で参加施設の利用料収入のみでは運営が困難であることから関係市町からの補助金等を受けつつシステムの維持・継続に努める事業運営となった。
参加施設の利活用促進のため使用方法の研修会実施を検討したが、新型コロナウイルス感染が続いたため研修会は開催出来なかった。そのため参加施設からの利活用事例の取材に基づき「いわて中部ネットだより」を発行し参加施設等へ配布して、啓蒙を図り利用促進に努めた。

その結果、医療機関においては、内科系を中心に病診連携等において診療情報の閲覧が行われ利活用がなされた。また、調剤薬局においても肝機能・腎機能等のデータ共有や薬の重複や飲み合わせチェックに活用、介護事業所では利用者の身体の変化にいち早く対応するための医療情報収集で成果を得た。
しかし、上記の成果は参加事業所の一部であり、多くの参加事業所にあっては、十分な利活用とは言い難いため、今後の課題となった。本県は、歴史的に医師不足などが影響してなのか、医療・介護分野における施設間あるいは職種間の情報連携の文化が、醸成されていない。そのことは、「いわて中部ネット」と同様の医療情報ネットワークシステムを有する県外の先進地域と比較して利活用が低調であることから推測できる。加えて新型コロナウイルスの影響等で経営が厳しいことや、国のＩＣＴ政策の遅れ（電子カルテの標準化などの政策の遅れにより、ルールが決まらないため規格・仕様が業者毎にバラバラなので電子情報の接続・連携が困難）等もあって、使えないからという理由での退会事例も多数みられた。
ＩＣＴ政策等の課題は、当事業において解決可能な問題ではないため、開発可能な新ソリューションの実装に向けて検討を進めたが、多額の導入費用を要し維持管理費も必要となるため見送ることとした。既に開発済みのソリューション「救急医療キット」の運用については、北上市の協力を得て、令和４年度当初からの実施に漕ぎつけることができた。同じく「アドバンス・ケア・プランニング」については、医療機関や市町は元より市民への啓蒙が難しいので今後の課題である。
参加住民数を増やす活動については、県立中部病院に特設ブースを設置し専任のパート職員を配置して、直接、患者様等へ声をかけて説明し、参加者の勧誘に努めた。その結果、令和２年度末において約21,000人の参加住民数が、令和３年度末には約22,800人となり1,800人の増加となった。ただし、新型コロナウイルス感染予防のため、それ以外の病院からは、職員の配置の了承は得られず限定的な活動となった。
　　NPO法人として定期的に理事会及び総会を開催し、協議会予算の策定、決算、事業運営に対する議事を行い、必要に応じて、定款・活動報告・予算執行状況と取り組み・予算（案）・長期計画の見直し・利用料規程の改正・閲覧権限等の課題に対する対応についての検討し、適正で効率的な事業運営に努力した。
　　また、今後の事業継続のために安定的な財政基盤の確保に努める必要から、対象市町である北上市、花巻市、遠野市、西和賀町へ今後も事業への支援をお願いし了承が得られたものである。
２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	事業名
(定款に記載した事業）
	具体的な事業内容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数
	受益対象者

の範囲及び

人数
	事業費の金額
(千円)

	医療機関、介護系施設等における診療情報等の共有化を推進する事業
	医療情報ネットワークのシステム運用等の検討・協議会運営についての協議会総会

	令和３年11月30日
	岩手県立中部病 院
講 堂
	30～40人
	病院
医科診療所
歯科診療所
調剤薬局
訪看
介護施設
約167施設
	0

	医療機関、介護系施設等における診療情報等の共有化を推進する事業
	医療情報ネットワーク「岩手中部ネット」への住民参加勧誘
	通年
	各施設
	２人
	同　上
	  3,335


	医療情報ネットワークの運営事業
	医療情報ネットワークのシステム運営に係る事務（経営、経理、登録等）
	通年
	事務局
	３人
	　同　上

	25,500

	医療情報ネットワークに係るホームページ運営事業
	ホームページの運用、情報更新

	通年
	事務局
	１人
	　同　上

	　　　0


(2)　その他の事業

	事業名

(定款に記載した事業）
	具体的な事業内容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数
	事業費の金額
（千円）

	
	実施しなかった
	
	
	
	


（備考）

１　２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。

２　２(2)には、定款上、「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその他の事業を実施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ４）
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